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により各種の患者特性ならびに受療上の特性を把握した。その後 5 年間毎年 7 月に病院を訪問し，対象
患者の退院動態を調査した。また 5 年間に退院した患者について， 86年 7 月時点の受療状況を調査した。
これらの資料をもとに，在院期間別年間退院率を算出した。さらに分裂病患者の退院の有無，及び退院
後の外来治療継続の有無に，社会的要因がいかに影響を及ぼしているかを検討した。
2. 対象患者の診断名別分布は，分裂病68%，器質精神病 9%，精神薄弱 7%，分裂病以外の非器質
精神病 7%，アルコール症・薬物依存 4%であった。 81年 7 月時点での在院期間は， 1 年以内17% ， 1 
--2 年10% ， 2 --5 年19% ， 5 年以上53%であった。生活保護受給者65%，市長が保護義務者の患者が
25%であった。生活保護，市長同意入院が多いことは，大阪市からの入院の特徴を反映したものと考え
られる。
3. 在院期間別年間退院率を算出すると， 1 年以内の患者では51% ， 1 --2 年30% ， 2 --3 年19% と




4. 在院期間 1 年以内の患者の退院率は，アルコール症・薬物依存では77%，分裂病以外の非器質精
神病62%，分裂病42%，器質精神病33%であった。器質精神病ではそのうち死亡退院が 6 割を占めてい
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6. 調査期間 5 年間に退院した分裂病患者のうち， 86年 7 月時点で外来治療を継続している患者と，
受療状況不明の患者の特性を比較した。検討した15の特性のうち両群聞に有意差がみられた項目は，外
来治療継続の有無との関連の強い順に，病院の位置，住居の有無，保護義務者，病院の在院患者当り看
護者数，在院期間，退院後の期間，外泊の有無の 7 因子であった。病院が遠隔地にある，住居あるいは
家族の支えがないという社会的要因が，退院後の医療継続の阻害因子になっていると判断された。
[総括]
本研究で算出した在院期間別年間退院率については，これまでに報告がなかった。在院期間別退院率
は，今後，精神病院の長期在院患者の社会復帰活動を評価するための一指標として利用価値があると考
えられる。本研究により，精神病院長期在院患者の退院の可能性は著しく低いこと，分裂病患者の退院
の可能性ならびに退院後の医療の継続には，病状以外にも社会的要因の影響が強いことが明らかとなっ
た。特に医療供給側の要因によっても，退院の可能性や退院後の医療継続が影響をうけているという成
績は注目に値する。今後の地域精神医療の実施において，患者の社会復帰や医療の継続を阻害する要因
への対応が要請される。
論文の審査結果の要旨
本研究では大阪府下の10の精神病院の在院患者を 5 年間追跡して退院動態を明らかにし，在院期間別
年間退院率を算出している。本研究の定義による在院期間別退院率はこれまで報告されておらず，今後
精神病院の長期在院患者の社会復帰活動を評価する指標として意義が認められる。また，精神分裂病患
者の退院，及び退院後の医療の継続に，病院の地理的配置，病院の医師数，家族による支えなどの社会
的要因が関与していることを本研究は明らかにした。こうした研究成績は地域精神医療を発展させるう
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えで重要な知見であり学位論文に価すると考える。
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